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である 参考文献①） 。最新版は「二〇一二年版」で、人口規模や年齢別人口構成、出生率や死亡率など人口に関わる様々なデータが掲載されている（二〇一四年版はまもなく公開され 予定） 。また、当該ホームページには、各指標のエクセルシートが用意されており加工・分析に便利である。なお、二〇一二年版は、二〇一〇年 多くの国で実施された人口センサス
の結果を反映している。　
この国連人口推計（中位推計）




































いかなるメカニズムが寄与しているのか。たとえば、女性 高学歴化や労働参加率の上昇など 、その要因のひとつと考 られるが、これらを国連 人口推計から把握することはできな　
これに対して、人口センサスを







生産年齢人口比率の を通じて経済成長にプラスに寄与した。わが国では、人口減少や少子高齢化は経済成長の抑制要因と考えられている 、少子化が即座に高齢化に結び付くわけ ない。出生率の低下した社会は、当分の間（三〇～四〇年間） 、経済社会活動への関与 度合いが高い生産年齢人口（一般的に一五～六四歳と定義される）の比率が急上昇する。　
総括図２（一〇ページ）が示す



















































































急速に都市化の進んだ地域である。一九五〇年の一七・二％から二一五年には五六・五％に上昇し、二〇三〇年には六六・八％に達する見込みである。これは都市への人口移動が激しいことを示すもである。都市と農村の区分した人口構成をみ と、二 一五年の東アジアの若年生産年齢人口比率 、都市が三二・五％であるのに対し、農村は二八・五％と格差が大きい（参考文献③、図２） 。
　
都市への人口移動が激しくなっ
たことにともない、大都市がさらに大規模化（メガ都市化）している。東アジア おいて五〇〇万人を超える都市の数は一九八〇年の八カ所から二〇一五年には二八カ所に増えた（うち中国が一六カ所） 。最も大規模なものは東京（首都圏、三八〇〇万人）で、以下、上海（二四〇〇万人） 、北京（二〇〇〇万人） の順になっている。　
さて、二一世紀においてこれら

































ば、高齢者の生活能力や環境が時間とともに大きく改善していることが判明するだろう。このことを考えれば、高齢者の定義を一律六五歳以上とすること は問題がある。実際に、中国やタイ 憲法は、高齢者を六〇歳以上 定義している。他方、日本では七〇歳まで引き上げるべきかもしれない。　
また世代間における生活能力格





























































































































1 上海市 11.5 11.3 12.6 1 重慶市 11.7 9.3 14.5
2 浙江省 8.9 7.2 10.6 2 四川省 10.9 9.0 12.3
3 江蘇省 8.8 7.5 9.8 3 江蘇省 10.9 9.1 13.6
4 北京市 8.4 8.4 8.4 4 遼寧省 10.3 10.3 10.3
5 天津市 8.4 8.6 8.0 5 安徽省 10.2 8.5 11.5
6 山東省 8.1 6.6 9.1 6 上海市 10.1 9.9 12.1
7 重慶市 8.0 7.7 8.2 7 山東省 9.8 8.2 11.5
8 遼寧省 7.9 8.0 7.8 8 湖南省 9.8 8.1 11.0
9 安徽省 7.6 6.7 7.9 9 浙江省 9.3 7.1 13.0
10 四川省 7.6 6.8 7.8 10 広西チワン族自治区 9.2 7.5 10.4
全体 7.1 6.4 7.5 全体 8.6 7.8 10.1
（出所）　中国人口普査資料（2000年、2010年）より作成。
